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十勝地方の農業地域区分と畑作農業の展開
堀 内 千 加
Ⅰ は じ め に
十勝地方の農業は，2015年現在農家数 5,843戸，専業農家率 74.9％で，1農家当たりの平均耕
地面積は全国平均の約 20倍の 38.3 ha であり，2015年の農業産出額は 3233億円と全国の 3.7％
を占める日本有数の大規模化が進んだ農業地域である。
十勝地方では，1961年に制定された農業基本法以降，離農家の農地の獲得による経営規模の
拡大と，普通畑作物の輪作による大規模畑作経営が展開することとなった（松木 2000）。十勝地
方では畑作と酪農を組み合わせた農業経営が行われていたが，酪農に関しては，1970年以降機
械化や施設への大規模投資と規模拡大によるコスト縮減を図る企業的経営と，経営費用の圧縮に
より収益性を確保する家族経営に二分化していることも指摘されている（鵜川 2002）。
以上のような大規模畑作経営と酪農を柱
とした十勝地方における農業の地域的実態
とその展開については，様々な観点から研
究がなされてきた。
自然条件に規定される十勝地方の農業活
動の地域的特徴は，十勝地方を日照時間が
長く降水量が少ない内陸部，及び，海霧が
発生し気温が低い沿海部，平地が少なく気
温が低い畑作不適地である山間部に大別さ
れ，農業経営は地形や気候などの自然条件
の影響を強く受けながら発展を遂げてきた
ものと指摘されている（寺田 2006 堀口
・沼邊 1953）。すなわち，畑作に適した気
候条件下の内陸部のうち，中心都市帯広市
とその隣接町に相当する中央部では労働集
約的畑作経営がなされ，周辺部では大規模
な畑作経営が営まれ，一方山間・沿海部で
は酪農に特化した農業が営まれてきたもの
といわれている（1）（第 1図）。
また，土壌に関しては，十勝地方の耕地 第 1図 十勝地方の市町村
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の多くは火山性土壌の黒ボク土であり，河川周辺には泥炭土などが分布する。黒ボク土は，土壌
自体の乾湿の違いにより農作業の開始時期が異なるなど，土壌条件が作付作物の決定に影響を及
ぼす要素となることが指摘されている（天野 1983，菊池 2008）。
一方，社会経済的諸条件の相違による農業活動の地域的影響についてみると，経営規模拡大の
差異が，作付作物の選択など農業経営に影響を与えており，農地取得競争が激しく経営規模拡大
が相対的に緩やかであった十勝地方中央部では，労働集約的作物で収益性の高い野菜の作付が
1980年代中頃から増加したが，1990年代後半から輸入野菜の増加により減少することとなった。
一方，1970年代以降大規模化の進展が可能であった周辺部では，輪作による畑作経営が優位に
展開してきたとされている（岩崎・牛山 2006，胡 1995）。
なお，農地取得に関しては，北海道の場合従来は売買移動が多くみられたがその後減少し，
1980年代以後は賃貸借が増加したこと，また，農地移動に関しては，交友関係や血縁によるほ
か，公的機関が介入するケースもあるとされている（井上 1989，吉田 2009）。
そのほか，農業発展の要因や農業近代化の地域格差を生じさせたものとしては，農産物加工事
業の展開や大型農業機械の導入，土地改良による機械化の進展や農業基盤改善事業の進捗度合い
などが指摘されている（寺田 2006，胡 1995）。
上述の既往の研究成果をまとめると，従来の十勝地方の農業は主として自然条件に基づく農地
条件の差異によって，農業経営に関わる土地利用や作付作物の選択などに大きく関わってきた。
しかし 1961年の農業基本法以降，ことに，農家数の急減を経た 1970年代以降から，十勝地方の
農業は大きな変化をみることとなり，その変化を生み出す要因として社会経済的諸条件の地域的
差異はより大きく関連することとなってきたものといえる。
以上のことを踏まえ，本研究では十勝地方の農業が大きな変貌を遂げる以前の 1970年の十勝
農業の地域的実態に基づいた農業地域の類型区分とその実態分析をベースにして，日本で有数の
大規模経営が進展してきた十勝地方の農業の地域的特徴とその展開について，畑作農業を中心に
長期的かつ総合的に考察することを目的とする。
Ⅱ 十勝地方農業の概要と研究方法
1 十勝地方農業の概要
農家数は，1970年の 16,239戸から 2010年には 5,925戸となり 63.5％減少した。その一方で，
1農家あたりの平均経営規模は拡大をする。十勝地方の 1970年以降の農家数や経営規模の推移
をみると次のようになる。
1970年の 1農家あたりの平均経営規模は 11.8 ha であり，20 ha 以上の農家は全体の 1割程度
であったが，1990年には過半数を占めるに至る。2000年以降は 30～50 ha の層が 4割を占め，
2010年には十勝地方の 1農家あたりの平均経営規模は 38.3 ha にまで拡大した。一方，1970年
以降一貫して減少していた 10 ha 以下の小規模農家数は，2010年から 2015年の間に増加に転じ
ており，経営規模を拡大する農家が増加する一方で，近年は小規模経営農家も増加することとな
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った（第 2図）。
十勝地方の農業の中心的栽培品目は，1960年代までは豆類であったが，貿易自由化による価
格の低下や機械化の遅れ，冷害などを契機に 1970年代以降は寒冷地農業に適した根菜類の作付
や乳牛飼養へと移行した。
1970年代後半以降は小麦の作付が増加し，1980年代初頭に十勝地方における小麦，てん菜，
馬鈴薯，豆類という 4年輪作体系が確立されることとなる（岩崎・牛山 2006 松村 1992）。
畜産業をみると，乳用牛飼養農家数は 1970年から 2010年の間に 8,983戸から 1,547戸へと大
幅に減少する一方で，飼養頭数は 1970年の 10万頭から 2010年には 19万頭へと約 2倍に増加し
た。肉用牛飼養農家数は，1970年代に約 3割増加し 977戸となったが，2010年でも 723戸と微
減に留まる（第 1表）。
2010年の 1農家あたりの飼養頭数は，乳用牛の場合 50頭以上を飼養する大規模農家の割合が
6割を占めるのに対して，肉用牛飼養の場合は，9頭までの小規模飼養農家と，50頭以上の大規
模飼養農家がそれぞれ 3割以上を占めており，小規模飼養農家と大規模飼養農家とに二分化して
いることに特徴がある（2）。
以上，十勝地方の 1970年代以降の農業動向を概観してきたが，十勝地方は地域により土壌や
気候，地形などの自然条件や農業労働力などの社会経済的条件が大きく異なる。そのため，十勝
地方の中心的農業地域における農業経営の展開をみるためには，最初に十勝地方の伝統的な農業
地域について検討しておく必要がある。
第 2図 十勝地方の農家数の推移
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2 研究方法
本研究では，農業に関する多様な指標を用いて総合的に農業地域を区分する方法として従来か
ら行われてきた多変量解析法により地域区分を行うこととした。計量分析的手法によって農業地
域を類型化し地域性や特性について考察する研究は，農業経済学を中心として行われてきたもの
である（北村 1987）。
具体的な研究例としては，農業センサスや国勢調査のデータを用いて 1960年と 1980年の全国
の農家の兼業化の地域的パターンを明らかにした研究（北村 1983），北海道の経営規模や畑作・
畜産別に農業の地域的特徴を述べたもの（藤原 1980），福岡県の経営規模や生産性など農業活動
の社会経済的な地域差を論じたもの（小野寺・土屋 1977）などがあり，いずれも分析には市町
村を対象としている。農業集落（3）や小地域を分析単位としたものには，全国の離農や農業従事の
地域的動向を分析したもの（西田 1982），メッシュデータを用いて神奈川県の都市化と農業の地
域的変化をみたもの（石原・遠藤・鷲見 1981），十勝地方の川西町の作付作物，乳牛・肉牛の飼
養頭数をもとに地域的な肉牛飼養と作付作物の変化の関係性を明らかにしたもの（黒河 1980）
などが挙げられる。
以上のような農業の地域区分を多変量解析によって行う研究は農業に関する大規模なデータの
整備が進められ，情報技術の進歩により計量的手法が一般に利用可能となった 1970年代を中心
として行われた。
作付作物の選択や農地拡大など農業経営に関しては，個々の農家の意思決定の影響が大きいこ
とから，個別農家や特定の地点を対象とした聞き取り調査やサンプル調査などに基づいた詳細な
分析を行った研究が多く，農業集落のようなミクロな地域単位で広い地域を対象として計量的手
法を用いて分析する事例は少ないといえる。
そこで，本稿では，Ⅲ章で十勝地方の 1970年時点で成立していた 548の農業集落を対象地域
として，農業経営に関する特徴に基づいた農業地域の類型区分を行い，次にⅣ章では各地域の農
業経営や農業労働力の展開について考察する。さらに，Ⅴ章では対象地域の中から畑作経営が卓
越する地域を 2010年時点の農業集落の平均経営規模によって細区分し，1970年以降小規模経営
が維持された地域と経営規模が拡大した地域とを比較し，作付作物の変化や農業労働力の動向や
特徴を詳細に検討することとする。
第 1表 十勝地方の畜産農家数及び飼養頭数の推移
乳用牛 肉用牛
飼養農家数（戸） 飼養頭数（頭） 飼養農家数（戸） 飼養頭数（頭）
1970年
1980年
1990年
2000年
2010年
2015年
8,983
4,481
3,194
2,098
1,547
1,395
99,624
161,087
190,381
185,650
194,001
233,109
750
977
901
791
723
843
4,247
33,370
73,343
99,536
104,108
224,567
（各年の「農業センサス」により作成）
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今回分析の起点とした 1970年は，十勝地方において農家数の激減期を経て，畑作 4品目の輪
作体系の確立や機械化の推進，経営規模の拡大といった現在の十勝型農業に変容を遂げた転換点
であり，十勝農業の形成過程や地域的動向を知るうえで重要な基準点としてみなすことができる
時点である。また，農業集落カードデータの公開が同時期に始まっており，現在に至るまでの推
移を連続的にみることが可能となる利点がある。
なお，農業センサスの調査項目や用語の定義などは実態に即して適宜変更されてきたため（梶
田 2014），本稿で使用する指標としては，1970年以降大幅な定義の変更が行われず，一貫して調
査が継続されてきた調査項目を選択して用いることとした。
3 対象地域の概観
対象地域は，十勝地方の概ね標高 400 m 以下の火山灰性土壌である黒ボク土が多く分布する
平野部に相当している。一方，対象地域外となる範域は，山間部や標高 400 m 以下でも傾斜の
大きい丘陵地，沿海地域，市街化地域（宅地等）などである（第 3図 第 4図）。したがって，
第 3図 十勝地方土壌区分図
（国土交通省「50万分の 1土地分類基本調査」及び「十勝の農業」により作成）
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第 4図 対象地域の概観
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今回対象地域として抽出した地域は，農業経営にとって良好な自然環境を有し，かつ，輸送や農
業従事者確保の面からも利便性が高い市街地周辺の地域など十勝地方の中でも農業経営の優位性
が高い農業適地である。当該地域の農家数は，1970年時点では十勝地方全域の 59.6％であった
が，2010年では 74.6％に達しており（4），農業機械の進化や技術革新，土地改良事業などにより十
勝地方の農業地域は拡大するものの，農業経営は従来からの農業適地である対象地域に集約する
傾向にあることからも，当該地域は十勝地方農業の中心的地域であるとみなすことができる（5）。
Ⅲ 1970年における十勝地方の農業地域
1 分析指標と分析方法
本章では，次のような手順で検討することとした。まず，1970年の農業集落カードに収録さ
れている農家数や農業就業者の属性，経営規模，作物の作付割合，畑作や畜産の販売額などを指
標として主成分分析を行う。次に，得られた主成分得点の固有値が 1以上の 6つの成分を用いて
クラスター分析による十勝地方の農業地域区分を行い，1970年時点での地域別農業経営の特徴
について考察する。
2 主成分分析と主要因子の解釈
主成分分析の結果，固有値が 1.00以上の因子は 6因子抽出され，これら 6因子で全変動の 77
％が説明可能となる。第 1因子と第 2因子は，農業経営に関する因子であり，第 3～第 6因子は
第 2表 主成分分析に用いた農業指標と因子得点
第 1成分 第 2成分 第 3成分 第 4成分 第 5成分 第 6成分
非農家率 −0.004 −0.131 −0.162 −0.397 0.247 −0.058
専兼業別農家
割合
専業農家
第 1種兼業農家
第 2種兼業農家
0.107
−0.099
−0.057
0.046
−0.031
−0.052
0.871
−0.948
−0.136
0.429
−0.129
−0.839
0.097
−0.091
−0.050
−0.045
−0.024
0.174
年齢別農業就
業人口割合
15～39歳
40～64歳
65歳以上
0.102
−0.130
0.034
0.104
−0.087
−0.030
0.104
−0.116
0.010
0.088
−0.077
−0.020
0.879
−0.910
−0.005
−0.364
−0.307
0.966
平均経営耕地面積（ha） −0.029 0.769 0.194 0.287 0.206 −0.079
販売目的で作
付した類別作
付面割合
稲
麦類
いも類
豆類
工芸農作物
0.001
0.574
0.543
0.655
0.648
−0.926
0.141
0.359
0.123
0.481
0.106
0.208
0.147
−0.155
0.142
−0.051
−0.157
−0.011
0.245
0.012
0.030
0.011
0.121
0.000
0.040
−0.022
0.089
−0.268
0.125
0.039
販売額第 1位
の部門
畑作物
畜産物
0.930
−0.930
−0.275
0.275
0.038
−0.038
0.051
−0.051
0.100
−0.100
−0.050
0.050
農業就業人口率 0.034 0.104 0.164 0.784 0.279 0.115
固有値 4.06 2.60 1.75 1.48 1.30 1.06
寄与率（％） 25.4 16.3 10.9 9.3 8.1 6.6
注：平均経営耕地面積とは，経営耕地のうち畑及び不作付地を畑のある経営体数で除したものである。
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第 5図 因子得点図
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第 6図 農業地域類型区分図
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労働力に関する因子である（第 2表）。
第 1因子は，畑作物の販売額が 1位となる農家割合と輪作 4品目の作付割合に高い正の相関を
示すのに対して，畜産物の販売額が 1位となる農家割合には負の相関を示すことから，この成分
は畑作が卓越する地域と畜産が卓越する地域を区分するものであるといえる。第 1因子の得点分
布をみると，平野部で高い正の相関を示し，山間・丘陵部と沿海部で負の相関を示す。平野部で
も，十勝川や音更川，帯広川や浦幌川などの河川流域で高い正の相関を示すが，帯広市や音更町
などの一部では負の相関を示す地域もあり，概して中央部は畑作経営が卓越し，山間部は畜産経
営に特化する傾向にあるが，中央部においては畑作地域と畜産地域が混在しているといえる。
第 2因子は，「経営規模」に高い正の相関を示し，「稲」の作付に関して負の相関を示す。また，
輪作 4品目の中でも「工芸作物」や「いも類」など，相対的に労働集約度の高い作物の作付に関
して中程度の正の相関を示すことから，この因子は農業の経営規模と労働集約度を示すものと言
える。地域的には，平野部と沿海部で正の相関を示し，丘陵部では負の相関を示す傾向にある。
第 3因子は，「専業農家率」に高い正の相関を示し，「第 1種兼業農家率」に負の相関を示すこ
とから，農家の就業形態に関する因子といえる。特に士幌町や音更町，芽室町などの農業生産額
が上位の中央部において高い正の相関係数を示し，農業以外の就業機会が豊富であると考えられ
る帯広市などでは負の相関を示す。
第 4因子は，「農業就業人口率」に正の相関を示し，「第 2種兼業農家率」に負の相関を示す。
地域的には，帯広市や更別村などの中央部と，丘陵・山間地地域の利別川流域で因子得点は高い
正の相関となる（第 5図）。
第 5因子と第 6因子は，農業就業人口の年齢に関した因子である。第 5因子は「15～39歳」
が高い正の相関を示し，「40～64歳」が負の相関を示す。第 6因子は「65歳以上」が高い正の相
関となる。両因子ともに分布はモザイク状になる。
第 3表 地域別農業経営の特徴
非農家率
（％）
専兼業別農家割合（％） 年齢別農業就業人口割合（％）平均経営
耕地面積
（ha）専業農家
第 1種
兼業農家
第 2種
兼業農家
15～39
歳
40～64
歳
65歳
以上
クラスター Ⅰ
クラスター Ⅱ
クラスター Ⅲ
クラスター Ⅳ
クラスター Ⅴ
（兼業農家地域）
（畜産卓越地域）
（畑作卓越地域）
（畑作卓越地域）
（小規模経営稲作地域）
19.9
7.9
7.1
10.8
11.1
46.6
83.7
81.0
83.2
81.2
42.8
12.0
17.3
13.9
15.2
10.6
4.3
1.7
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10.1
1069.8
1450.8
1374.0
1415.1
419.0
販売目的で作付した類別作付面積割合（％） 販売額第 1位の部門（％） 農業就業
人口率
（％）稲 麦類 いも類 豆類 工芸農作物 畑作物 畜産物
クラスター Ⅰ
クラスター Ⅱ
クラスター Ⅲ
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19.1
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10.2
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16.1
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6.3
55.6
27.7
79.2
78.9
95.3
44.4
72.3
20.8
21.1
4.7
0.9
1.0
92.3
87.2
86.2
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上記の 6因子の成分得点を用いてクラスター分析を行った結果，第 6図のように農業地域を類
型化することができた。各農業地域類型の特徴は次のようになる（第 3表）。
①兼業農家地域（クラスターⅠ） クラスターⅠ（93集落）の地域は，主として丘陵部や山間
部に展開し，一部は宅地に隣接した地域に点在している。農産物販売金額が 1位となる部門は，
他の地域では畑作物あるいは畜産物のいずれかが卓越するが，当該地域は畑作物の割合が 56％，
畜産物の割合が 44％と畑作と畜産の割合が拮抗していることが特徴である。足寄町や浦幌町，
大樹町などの山間部や丘陵部などの畑作不適地や，また宅地に近接する地域もあることから，非
農家率が 20％と最も高く，兼業農家率も過半数であった。「兼業従事者率」も 21％あり，他の
地域が 6％程度であることと比較すると大きい割合を占めていた。2010年までの 40年間で農家
数は 6割減少し，それに伴い兼業農家率が低下し，経営面積も十勝地方の平均と同程度となる。
これらのことから，1970年時点では兼業農家地域であるとみなすことができ，農業経営に特化
した他の地域とは異なる性格を有する地域と考えられる。
②畜産卓越地域（クラスターⅡ） クラスターⅡ（71集落）は，畜産が販売額の首位となる農
家数が 7割を占める。大樹町や幕別町，清水町や鹿追町などの山間部や沿海部などの畑作不適地
域に分布しており，1980年の時点で酪農単一経営の割合が 5割を上回る酪農に特化した地域で
ある。
③畑作卓越地域（クラスターⅢ・クラスターⅣ） クラスターⅢ（130集落）及びクラスター
Ⅳ（218集落）に該当するのは，畑作物の販売金額が 1位となる農家が 8割を占める十勝地方の
畑作経営の中心といえる地域である。
クラスターⅢの地域は帯広市を中心に，芽室町や清水町，池田町の河川流域の市街地周辺部に
分布し，クラスターⅣは音更町や士幌町，更別村などに展開している。両地域の土壌は黒ボク土
が大部分であるが，クラスターⅢの地域は多湿黒ボク土といわれる湿性土壌に展開するため，ク
ラスターⅣとは異なる農業地域に類型化されたと考えられる。多湿黒ボク土は融雪期に停滞水が
生じ，農作業の開始時期が遅れがちになるため，他の輪作 4品目と比較して播種時期が早い根菜
類の作付比率は低下し，作業時期が遅い豆類の作付が増大する傾向にあるとされる（天野
1983）。1970年時点では，両地域とも「豆類」の作付割合が高い地域であったが，「いも類」の
作付割合はクラスターⅣの方が高く，湿性土壌であるクラスターⅢでは「豆類」の割合が高い。
「工芸作物」に分類されるてん菜は，根菜類であるが政府管掌作物であるため作付割合に大きな
差異がみられなかったと考えられる。
農業従事者の特徴をみると，農業就業人口率が最大のクラスターⅢの地域では，65歳以上の
農業就業人口割合が 14％と最も高いのに対して，クラスターⅣの地域は 6.1％と最も低い点が
異なる。
④小規模経営稲作地域（クラスターⅤ） クラスターⅤ地域（36集落）は，十勝平野中央部の
音更川と利別川流域の河川運搬物が堆積した土壌に展開する。当該地域は，畑作物の販売額の割
合が 9割を占めるが，作付作物の 5割が「稲」であった。また，1農家あたりの経営面積が最小
の 7.6 ha となる小規模経営の稲作主体地域である。なお，1970年と比較して当該地域の「稲」
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の作付は 1990年には 6％にまで低下し，稲作から小麦を中心とした畑作物の作付へと転換した
地域である。
Ⅳ 農業地域別にみた農業活動の展開
本章以下では，上記で区分した 5つの農業地域のうち十勝地方の中核的農業地域を形成するク
ラスターⅡ～Ⅴの地域について，1970年以降の農業経営の諸側面の変化を検討し，さらに十勝
地方の農業の地域別特徴とその展開について考察することとしたい。
1 農業労働力と経営規模の動向
各地域別に農業労働力と農業経営の変化をみると次のようになる（第 4表）。
①畜産卓越地域（クラスターⅡ） クラスターⅡは，1970年から 2010年までに農家数は 6割
もの減少をみた。当該地域は 1農家当たりの農家の経営面積が最も拡大した地域であり，1970
年の 14 ha から 2010年には 42 ha と平均経営面積は 3倍となり，50 ha 以上の大規模経営農家の
割合も 34％と最も高い。酪農の単一経営農家の割合は 1980年以降微増傾向にあり，2010年に
は 6割となる。乳用牛の飼養頭数は 1970年の 1.8万頭から 40年間で 4.0万頭に大幅に増加して
おり，1農家当たりの飼養頭数の増加が著しい。1970年代に規模拡大によるコスト削減のため牛
舎や搾乳施設の設備投資が必要となった結果，大規模な企業的経営展開を志向する農家と離農家
に二分化したとされており（鵜川 2002），当該地域でも同様の選択が行われたものといえる。ま
た，当該地域が山地や丘陵部など相対的に農地価格が安価な地域に展開することも経営規模拡大
に寄与したものといえる。
農業労働力をみると，専業農家率は 2010年では 82％と最も高く，1970年から 0.3ポイントし
か減少していない。また，男子生産年齢人口を有する割合も 74％と他地域よりも相対的に高い
割合を示し，「150日以上農業に携わる農業従事者」の割合も最も高い。当該地域は，酪農単一
経営の進化と同時に大規模化の進行がみられる地域であり（6），労働負担の増加に対応するには専
業の労働力確保が必要となり，搾乳など通年作業を伴うため年間農業労働日数も多くなる地域で
ある。しかし，2010年に集計が開始された後継者の有無に関しては，「後継者なし」との回答が
62％となり，また，2010年の「一世代家族経営」は 32％あり，いずれも畑作卓越地域よりも高
い。
②畑作卓越地域（クラスターⅢ・Ⅳ） 畑作卓越地域の両地域の農家数は，1970年から 2010
年の 40年間で半減した。農家数減少の時期的特徴は類似しており，1970年代は 2割程度減少し
た。1980年代は横ばいとなるものの，1990年代には再び減少率が上昇する。2000年以降はさら
に 1990年代よりも減少率が高くなる。経営規模の拡大は十勝の平均的な動向とほぼ一致してお
り，1970年から 40年間で約 3倍に拡大し，十勝地方の平均経営面積となる 30～50 ha の経営農
家は約半数を占める。2010年の平均経営耕地面積はクラスターⅢが 33.4 ha，クラスターⅣが
35.3 ha であり，畑作が卓越する 2地域の農家数と経営規模の推移は類似する。
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65歳以上の農業従事者割合の推移を比較すると，2010年では両地域とも 28％となるが，クラ
スターⅣでは 1970年の時点でその割合は全地域の中で 6％と最も低かったが 22ポイントもの増
大をみた。一方，クラスターⅢは 1970年時点でその割合が全地域の中で最も高く 14％を占めて
いたが，14ポイントの増大に留まっている。
「後継者あり」の割合は，畑作卓越地域では他の地域と比較すると相対的に高い。クラスター
Ⅲでは 48％が後継者を有しており，「同居後継者」の割合も最も高い。クラスターⅣは，クラス
ターⅢよりも「後継者あり」は 6ポイント低く，「同居後継者」の割合も低い。十勝農業の中核
地域である両地域ではあるが，今後の農業経営の継続に関しては畑作が卓越する両地域間で相違
が生じる可能性がある。
③小規模稲作地域（クラスターⅤ） 農家数の減少率は，今回比較した地域の中で最も高く，
1970年から 40年間で 62％もの減少をみた。2010年でも 1農家あたりの経営面積は平均を 10 ha
以上下回る 22.0 ha となり，小規模経営を維持した農家が多いことが特徴である。50 ha 以上の
経営農家の割合はわずか 3％であり，十勝地方の平均である 30～50 ha の経営農家も 25％に留
まる。元来 1農家あたりの経営規模が小さく，また市街地に近接しているため農地価格は周辺部
と比較すると高額であることなどから，農家の減少率は高くとも，残存農家の経営規模が大幅に
は拡大しなかった地域であると考えらえる。
十勝地方では，農地の有償移動は停滞的であるが，賃貸移動は増加傾向にあり（志賀 1996），
農地価格や今後の農業情勢の不透明感による農地購買意欲の低下が農地の所有状況に影響を与え
るものと考えられている（井上 1989）。農地の所有状況に関わる「借地率」をみると，当該地域
は 2010年に 31％となり，今回比較した 3地域の平均値よりも 10ポイント以上高い。特に 1990
年代に「借地率」は 10ポイント以上増大しており，経済不況期に農地の賃貸借移動が行われた
ものとみなすことができる。近年の農地価格の低下により，土地の売却ではなく賃借により安定
した地代を得ることを選択しようとの経営判断もあったと推察される。
また，農業労働力では，2015年の 65歳以上就業者割合が 3割を超える一方，39歳以下の就業
者割合が 19％と最低の値となる。2010年の「一世代家族経営」の割合は酪農地域と畑作卓越地
域と比較して高く 4割を占める。十勝の中央部に位置する当該地域では，若年層の流出や農業以
外に就従する割合が増大することで相対的に 65歳以上の農業従事者の割合が上昇するが，小規
模経営であることから若年専業の農業労働力が確保できずとも経営を維持することが可能である
ものと考えられる。「後継者なし」の割合が 63.7％と最も高く，「借地率」も高い値を示してお
り，農業労働量の高齢化や後継者のない農家数の増加している。
2 作付作物と畜産経営の動向
耕種が卓越するクラスターⅢおよびⅣの畑作卓越地域と，クラスターⅤの小規模稲作地域の作
付作物の変化に関して，作付作物の選択に関わる法令，政策や農家の土地改良事業，投下労働時
間，収益性などとの関連性を考慮してその変化をみることとする（7）。
①畑作卓越地域〈クラスターⅢ・クラスターⅣ〉 1970年時点のクラスターⅢとⅣ地域の販売
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目的の作付作物を比較すると，湿性土壌が多いクラスターⅢ地域は，クラスターⅣ地域よりも
「いも類」の作付割合が低く，「豆類」の割合が高い点に特徴があったが，1990年では作付割合
にほとんど差はみられない。十勝地方では，1961年の「農業基本法」以降機械化と土地改良が
進められており，1968年の「畑地域総合土地改良事業」により湿性土壌の排水を向上させる暗
渠排水の整備や，客土の実施，さらに 1990年以降では除礫などの農地整備，火山性土の土壌改
良などが実施された（8）。これらの事業実績が低水準であった 1970年の時点では，作付作物の選
択が土壌などの自然条件に規定されていたが，こうした農地改良事業の進展により，経済性や省
力性などを考慮して各農家の判断で作付作物を選択することが可能となり，両地域間での差異が
みられなくなってきたものと考えられる（第 5表）。
第 5表 十勝地方における農業に関する法令及び技術改良
法令・農政 農法改良・農業関連設備
1961年「農業基本法」制定 てん菜「ペーパーポット移植栽培」技術実証試験成功
1963年 粗糖輸入自由化
1964年 てん菜「ビートディガ・ハーベスタの導入」
1968年 「畑地域総合土地改良事業」採択
1970年 70以降ポテトハーベスタ小型化
日本甜菜糖（株）芽室製糖所操業開始
1971年 十勝における広域農道事業採択
てん菜自走式ハーベスタ導入
1974年 麦生産振興対策 ～1976年
1977年 麦政府買入価格引き上げ
1978年 水田利用再編対策（1983年まで転作特定作物にてん菜が
指定される）
1985年 プラザ合意
「畑作物作付指標面積」設定
1986年 てん菜糖分取引開始（87・88・97年基準糖度引き上げ）
1989年 砂糖消費税廃止 十勝港に 5万トン貯蔵サイロ設置（小麦）
1993年 ガット・ウルグアイラウンド農業合意（1986年～）
1994年 砂糖輸入関税 41000/t→20000/t
1995年 小豆・インゲンなどの雑豆輸入割当から関税割当制に移行
原料用馬鈴薯から生産されるでん粉の輸入制限措置廃止
1997年 粗糖関税引き下げ
基準糖度帯引き上げ 価格引き下げ
1997～99年度「てん菜作付省力化等の推進事業」「てん菜
集荷合理化の推進事業」など助成事業
1999年「食料・農業・農村基本法」（新農業基本法）制定
麦作経営安定資金
2000年 小麦産地銘柄格差制度の導入 民間流通制度へ移行
2006年 2006～09年「てん菜生産構造改革特別対策基金事業」実施
2007年「砂糖及びでん粉価格調整に関する法律」（生産者価格廃止）
「農業の担い手に対する経営安定のための交付金を交付す
る法律」（交付金交付）制定
甘味資源特別措置法廃止
品目横断的安定対策（麦作経営安定資金にかわる）
2008年「水田・畑作経営所得安定対策」（品目横断的安定対策にか
える）
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〈粗収益の推移〉 〈投下労働時間の推移〉
畑作地域である両地域にみられる類似点は，飼料用作物などを含む「その他」の作物の作付が
減少し，「麦類」（9）の作付割合が顕著に増大したことにある。小麦は，輪作 4品目の中で最も労働
集約度が低いことや，各種の補助金や価格の上昇などにより 1970年代後半以降生産が拡大した。
小麦は，農地面積が大きい程作付割合が増大するとされており（仁平 2012），また，機械化の進
行により，最も作業に時間を費やしていた刈取脱穀作業の時間を中心として大幅な作業時間の短
縮が可能となり，1980年までの 10年間で畑作小麦 10 a 当たりの投下労働時間は 65.2時間から
9.9時間にまで短縮され，1980年代以降小麦の作付は急増した（第 7図）。加えて，十勝港に大
規模なサイロが設置されるなど小麦関連設備の整備や作業の効率化などにより投下労働時間がさ
らに短縮され，2010年には当該地域の作付の約 3割を占めるようになった。しかし，小麦は収
益性が相対的に低いことから，「麦類」が販売額の 1位となる農家数は，それぞれ 19％と 15％
と低い割合に留まっている（第 8図）。
また，「野菜類」の作付は増加傾向にあり，2000年にはすでに 5％を上回る作付がなされてい
た。野菜作は，1985年のプラザ合意以降，円高や 1993年のガットウルグアイラウンドの合意に
よる安価な野菜の輸入が急増したことなどによって減少するものとされたが，当該地域では
2000年まで野菜の作付は増大した。2010年にはその割合が減少に転じるものの，2010年の「露
地野菜」の販売額が 1位となる農家は 15％を上回っていることから，近年では作付面積の縮小
にも関わらず，野菜作が経営上重要な位置を占めていると考えられる。「野菜類」は，収益性は
高いものの，機械化が遅れ投下労働時間が長いという特徴をもつ作物である。十勝地方で主に作
付されている野菜類であるにんじんや玉ねぎなどの場合，投下労働時間が最も短い小麦の 10倍
以上を要する（10）。しかし，「野菜類」の粗収益は輪作 4品目の中で粗収益が最大のてん菜の 2.5
～3倍となる。また，「野菜類」は収穫作業に最も時間を費やす（11）が，品目によっては収穫作業
第 7図 輪作 4品目の粗収益及び労働時間の推移
（各年の「生産農業所得統計」により作成）
注：小麦は各年のデータが公表されていない。
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〈クラスターⅢ〉
〈クラスターⅣ〉
〈クラスターⅤ〉
第 8図 地域別販売目的で作付した類別作付面積
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を業者が請け負うなど，農家にとって省力化が可能となる生産契約を企業と結ぶケースや，収穫
用農業機械の開発などにより収益の確保と作業の省力化が可能となった。また，輪作 4品目の播
種や収穫などが行われる時期と，野菜類の作業時期が重複しないため，年間の農作業の平準化が
可能となることからも，畑作地域における野菜作の割合が増加したものと考えられる。
砂糖の原料となる「工芸作物」に分類されるてん菜は，小麦や原料用馬鈴薯，大豆などの政府
管掌作物の中では最も収益性が高いことから輪作体系に組み込まれてきたが，機械化の遅れなど
により労働生産性は低かった。しかしながら，1970年代までに機械化や紙筒移植栽培の方法が
確立されたことで省力化が可能となり，作付が増加した。特に 1978年から 1983年までは，てん
菜が稲作の転作の特定作物に指定されたことで作付が増加した（長尾 2013）。1986年にてん菜の
糖分取引が開始され，その後も基準糖度の引き上げ，1994年以降には砂糖の関税引き下げ，諸
税の撤廃など，てん菜栽培に関して不利な条件が重なる一方で，てん菜の粗収益は他の作物と比
較すると依然として高い水準を維持し，投下労働時間は 1970年代から 1990年代までに半減し
た。1990年以降もてん菜の作付割合は増大し，2000年代中頃には紙筒移植機や育苗ハウスの更
新時期となったことや，春の定植作業の労働力不足を補完するために紙筒移植栽培方式から直播
栽培方式に再変更する農家が現れ（角田・戸田 2009），生産費や労働時間のさらなる圧縮が可能
となった。2006～09年には「てん菜生産構造改革特別対策基金事業」が実施されるなどてん菜
栽培の優位性は保持されたこともあり，2010年のてん菜作付は 2割を上回り 1970年時点よりも
当該地域の作付割合は増大した。
一方，「豆類」の作付は，両地域において減少が続いている。「豆類」は，輪作 4品目の 1つで
あり地力を維持し病害虫の被害を低減するために不可欠な作物であるが，投下労働時間は 2000
年代になり減少傾向にあるものの依然として相対的に長く，一方で粗収益の低下が著しいことも
作付が減少した要因であると推測できる。畑作卓越地域では，1970年から 1990年までは「豆
類」の減少率は大きく，代わって「麦類」が増大することとなる。1990年以降は，「豆類」の作
付面積は横ばいで推移する傾向にある。
次に畜産経営についてみると，両地域で「畜産物」の販売額が 1位となる農家は 2割程度と低
い割合で推移する。乳用牛の販売額が 1位となる農家は 1980年から 2010年の間に半減するもの
の，「肉用牛」の販売額が 1位の農家が増加しそのうち 2割を占めることが特徴となっている。
②小規模稲作地域〈クラスターⅤ〉 旧稲作地域では 1970年には「稲」の作付が半数を占めて
いたが，米の生産調整が開始された 1969年以降その割合は低下し，1980年には 2割以下にまで
急減した。「稲」に代わり「麦類」，「豆類」，「工芸作物」の作付が増大することとなった。当該
地域の土壌は排水性に乏しいため「いも類」の作付割合は 5～10％と低い割合で推移する。一
方，他の農業地域では作付の減少がみられた「豆類」は 1990年でも 3割を占め，その後低減傾
向にあるものの作付割合は依然として高く，2010年でも 2割を占める。「野菜」作の割合は畑作
卓越地域と同程度の 5％であるが，販売額でみると野菜が 1位となる経営体の割合は高く，「施
設野菜」が 2010年では 11％となり，「露地野菜」と併せて 25％を占める。省力的作物の「小
麦」と，集約的作物である「野菜」や「豆類」，「工芸作物」などの栽培が組み合わされている農
― １８ ―
業地域であるといえる。
畜産に関しては，2010年の販売額が 1位となる割合は 14％と低いものの，その内の過半数が
肉用牛を販売していることが他の地域と大きく異なる特徴である。1954年に北海道で黒毛和種
が導入されて以降，十勝地方の周辺部においては畑作と肉用牛の複合経営が進められた（大呂
2014）。十勝地方の肉用牛飼養は，1966年に水田農家が黒毛和牛種を導入したことに始まる。農
業の機械化が進展する以前に使役していた馬の厩舎などの遊休施設や，畦畔草や麦わらなどの副
産物の飼料としての利用，農閑期の労力利用など，飼育条件も整っていた（栗原 1990）ことで，
十勝地方の中央部において畑作との複合経営を可能にした。2014年では，黒毛和牛種よりも粗
収益は少ないものの投下労働時間が短く，酪農の副産物でもあるホルスタイン種の雄やホルスタ
イン種と黒毛和牛の交雑種の飼育が多く行われている。「畜産物生産費」によると 2010年の搾乳
牛 1頭当たりの投下労働時間は 90.2時間（12）であるのに対して，乳用雄肥育牛の場合 17.5時間と
なり搾乳牛の 5分の 1程度である。粗収益は搾乳牛 1頭当たりが 70万円であるのに対して，乳
用肥育牛は 33万円と 2分の 1程度であり，より少ない投下労働時間で一定の副次的な収入が可
能となることから，こうした肉用牛飼養が農業経営に広く取り入れられるようになったものと考
えられる。
Ⅴ 畑作卓越地域における規模別農業活動の推移
1 経営耕地規模別農業集落にみる農業労働力の推移
本章では，畑作卓越地域に焦点をあて，2010年の農業集落当たりの平均経営耕地面積によっ
て規模別に細分類し，当該地域の農業人口や農業経営に関する変化と特徴について検討すること
とする。
家族経営が主の十勝地方の農業経営において必要最小規模面積は 30 ha 程度とされ，50 ha を
超えると機械の維持費や地代負担が上昇するため規模拡大による経済効果は低下するとされてい
る（平石 2012）。2010年時点の十勝地方の平均耕地面積を基準として，クラスターⅢとⅣ地域の
クラスターに属する農業集落について，経営耕地面積が 30 ha 以下の農業集落を小規模経営，30
～50 ha 未満を標準規模経営，50 ha 以上を大規模経営として細分類した（13）。
その結果，十勝地方の中央部の平野と北東部の丘陵地域に小規模経営が維持された農業集落が
展開し，周辺部では標準的規模経営，山間部には大規模農家が展開する傾向があり，中心から周
辺に向かうに従い経営規模の拡大がみられる同心円構造となっている（第 9図）。当該地域の経
営規模が十勝地方の平均的規模と同等になる中規模農業集落数が 6割，規模拡大が進まず平均規
模を下回る小規模経営が 3割，50 ha を超える大規模経営に移行したものは 1割に留まる。
両畑作卓越地域において経営規模別に農家数の推移をみると，1970年以降 40年間で両地域の
いずれの規模でも 5割以上の大幅な減少がみられるが，特に大規模経営に移行した地域では，小
・標準規模の地域と比較して減少率が小幅なものとなる 1980年代も 10％以上減少している。経
営規模の拡大が継続する地域では継続的な農家数の減少が続き，離農家の農地を獲得することで
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経営規模の大規模化が進展してきたと推測できる（第 6表）。
小規模経営地域では，経営規模の拡大は進展しなかったが，2010年の借入耕地率は 2割程度
と高い値となる。特に 1990年以降に借入耕地率が増大することが特徴であることから，賃貸借
による農地の移動が経済の停滞期に進んだものと推測できる。小規模経営地域は，「借入耕地
率」，「65歳以上就業人口」，「1世代経営」の割合が相対的に高く，特にクラスターⅢの方がクラ
スターⅣよりもこれらの割合が高い。また，2010年の「後継者なし」の農家は 6割を占めてい
ることも特徴である。前章では，クラスタ
ーⅢ地域ではこれらの値はクラスターⅣ地
域よりも低かったが，小規模経営の農家で
は農業労働力の減少や高齢化が進み，農地
の拡大が積極的に進められなかったものと
いえる。
標準規模経営の場合は，両地域の「農家
数」の減少や「専業農家率」，「借入耕地
率」の動向は類似しているが，後継者の有
無を比較すると，クラスターⅢの場合「後
継者あり」の割合がクラスターⅣよりも 7
ポイント高い 50％となる。また，2010年
では同程度となる「65歳以上の農業従事
者」の割合では，クラスターⅢは 1970年
の値から 11ポイントの増大に留まるのに
対して，クラスターⅣでは 20ポイント以
上増大している。クラスターⅣの標準規模
経営地域では，1970年の時点では「65歳
以上従業者」割合が最も低かったことか
ら，高齢農業従事者の急増が特徴となる。 第 9図 畑作卓越地域の経営規模別農業集落
第 6表 畑作卓越地域の規模別農家数の推移
経営規模 農業集落数
農家数（件）
1970年 1980年 1990年 2000年 2010年
クラスターⅢ
小規模
標準規模
大規模
39
83
8
677
1,360
125
525
1035
98
489
961
84
393
814
68
284
668
51
クラスターⅣ
小規模
標準規模
大規模
61
135
22
1,045
2,320
330
855
1821
268
768
1648
233
629
1412
195
490
1148
163
（各年の「農業集落カード」により作成）
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兼
業
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家
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種
兼
業
農
家
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～
39
歳
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64
歳
65
歳
以
上
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物
畜
産
物
後
継
者
あ
り
同
居
後
継
者
あ
り
他
出
後
継
者
あ
り
後
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者
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し
ク ラ ス タ ー Ⅲ
小 規 模
19
70
年
19
80
年
19
90
年
20
00
年
20
10
年
77
.9
75
.4
68
.9
66
.3
76
.1
0.
0
72
.0
62
.2
54
.6
63
.8
19
.1
19
.8
25
.6
27
.3
19
.3
2.
9
4.
8
5.
1
4.
0
4.
6
45
.4
22
.5
17
.7
42
.3
49
.7
48
.6
12
.3
27
.8
33
.7
80
.9
83
.2
85
.0
85
.8
84
.8
19
.1
16
.8
15
.0
14
.2
15
.2
17
.1
40
.2
33
.1
7.
1
59
.8
標 準 規 模
19
70
年
19
80
年
19
90
年
20
00
年
20
10
年
82
.1
86
.1
80
.1
72
.0
76
.1
0.
0
84
.5
75
.4
66
.1
71
.2
16
.8
12
.3
18
.0
25
.6
19
.5
1.
2
1.
6
1.
9
1.
7
4.
5
45
.4
25
.0
24
.2
40
.6
50
.5
50
.5
14
.0
24
.5
25
.3
77
.4
76
.1
76
.9
78
.1
79
.4
22
.6
23
.9
23
.1
21
.9
20
.6
14
.8
50
.4
44
.2
6.
2
49
.6
大 規 模
19
70
年
19
80
年
19
90
年
20
00
年
20
10
年
81
.0
90
.8
88
.1
76
.1
48
.1
0.
0
87
.8
85
.7
69
.0
48
.1
18
.3 7.
1
11
.9
15
.5
44
.4
0.
8
2.
0
0.
0
4.
2
7.
4
46
.8
28
.2
29
.2
39
.2
44
.4
47
.2
14
.0
27
.4
23
.6
82
.5
87
.4
88
.1
86
.8
87
.0
17
.5
12
.6
11
.9
13
.2
13
.0
18
.8
64
.8
63
.0
1.
9
35
.2
ク ラ ス タ ー Ⅳ
小 規 模
19
70
年
19
80
年
19
90
年
20
00
年
20
10
年
79
.0
79
.3
70
.7
59
.3
71
.2
0.
0
77
.3
63
.4
52
.0
59
.7
16
.1
16
.6
26
.8
35
.2
23
.8
4.
9
4.
1
1.
5
3.
1
5.
1
47
.5
22
.8
20
.6
45
.4
51
.1
48
.1
7.
1
26
.1
31
.2
84
.9
85
.8
87
.4
88
.4
89
.8
15
.1
14
.2
12
.6
11
.6
10
.2
17
.1
36
.0
29
.8
6.
2
64
.0
標 準 規 模
19
70
年
19
80
年
19
90
年
20
00
年
20
10
年
84
.2
84
.6
77
.8
70
.9
77
.0
0.
0
82
.5
73
.2
65
.4
70
.7
13
.2
12
.7
20
.9
27
.1
20
.2
2.
6
2.
6
1.
1
1.
3
2.
8
49
.1
27
.2
24
.0
44
.8
50
.7
48
.9
6.
1
22
.2
27
.1
77
.7
74
.6
75
.8
76
.8
77
.2
22
.3
25
.4
24
.2
23
.2
22
.8
15
.3
43
.7
37
.0
6.
6
56
.3
大 規 模
19
70
年
19
80
年
19
90
年
20
00
年
20
10
年
82
.4
84
.3
71
.8
70
.3
76
.8
0.
0
82
.8
70
.9
67
.7
75
.6
16
.4
14
.2
25
.6
28
.2
22
.0
1.
2
1.
5
2.
6
1.
5
1.
2
49
.1
30
.4
26
.7
45
.8
46
.9
50
.5
5.
1
22
.7
22
.8
71
.6
53
.4
55
.1
54
.9
53
.6
28
.4
46
.6
44
.9
45
.1
46
.4
23
.9
45
.2
38
.1
7.
1
54
.8
（
各
年
の
「
農
業
集
落
カ
ー
ド
」
に
よ
り
作
成
）
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大規模経営地域の 2010年の「3世代農家経営」の割合はクラスターⅢが 28％，クラスターⅣ
は 13％となっており小・中規模地域よりも高い値となる。クラスターⅢの大規模経営地域の場
合，「3世代農業経営」世帯は 2005年と比較すると 20ポイント以上上昇し，39歳以下の農業従
事者割合も 2010年時点で 3割となり最も高いことが特徴であり，「後継者あり」の世帯は両クラ
スターの小・中規模経営地域と比較すると高い値となるが，特にクラスターⅢの地域では 65％
と際立って高い割合となる。このように若年層や家族労働力の確保が，経営規模の積極的拡大に
寄与したものと推測できる。2010年の「借入耕地率」をみるとクラスターⅢは 16.9％となり
1990年と比較しても 4ポイントの増大に留まるが，クラスターⅣは 27.8％となり 20年間で 13
ポイント増大した。なお，クラスターⅢ地域の大規模経営地域は「専業農家率」が 1970年の 81
％から 2010年には 48％に低下しており，兼業化が進んでいることが特徴である。
2 経営規模別作付作物の特徴とその動向
次に，経営規模別に作付作物の面積割合の推移をみることとする。なお，クラスターⅣ地域の
大規模経営地域は畜産の割合が 2010年でも半数を占めるなど畜産が盛んであり，飼料作物など
「その他」作物の作付割合が高く他の経営規模とは異なるため，ここでは除外することとす
る（14）。
「麦類」は，省力作物であるが収益性は低いために，経営規模が大きくなるほど収益性の低さ
を補完することができるとされ（仁平 2012 平石 2012），大規模経営地域での「麦類」の作付は
増大すると考えられている。しかしながら，十勝地方の畑作卓越地域のおいては，経営が大規模
化するほど「麦類」の作付面積の割合は低下することが大きな特徴となる。両地域とも，小規模
経営では，2010年の麦類の作付が 4割を上回るが，標準規模経営では 4割を下回り，大規模経
営地域では 3割台前半となり経営規模が大きくなるほど，「麦類」の作付割合は低下する。
小規模経営地域の場合は，機械化の遅れが際立つ「豆類」の作付は，クラスターⅢ地域での割
合低下が最大となり，「いも類」の作付も低下する。「野菜類」の作付は 2000年まで増大し続け，
1割を占めるに至ったが，2010年には低下する。以上のように「工芸作物」を除くと，労働集約
的な作物の作付が減少し，小麦に代表される省力的作物の作付が増大しているといえる。
根菜類は作付割合が 40～45％を下回ると収益性が低下すると考えられているが（平石
2012），当該地域の作付割合は 1990年には 3割程度にまで低下した。しかし，標準規模経営地域
では両クラスターとも「いも類」と「工芸作物」（てん菜）を合わせた根菜類の作付割合は 2000
年に 4割台に回復し，収益性や輪作体系を維持する助けとなる。
大規模経営地域では，根菜類の作付も 1980年から一貫して 4割以上を維持している。また，
「野菜」の作付も増大しており，2000年には 5.4％，2010年には他と比較して最も高い 9.9％と
なる。以上のように，経営規模の大規模化にともなった作付作物の動向は，小麦などの省力作物
の割合を増やすのではなく，野菜や根菜類，工芸作物などの収益性の高い作物の作付を増大させ
る方向で農業経営を展開してきた（第 10図）。
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第 10図 畑作卓越地域の規模別販売目的で作付た類別作付面積の推移（1）
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第 10図 畑作卓越地域の規模別販売目的で作付た類別作付面積の推移（2）
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3 経営規模別畜産部門の組み入れ状況
クラスターⅣの大規模経営地域を除くと，畜産が農業経営の主となる農家の割合は低下してい
るが，「肉用牛」の販売額が第 1位となる農家の割合は上昇している。元来，標準規模経営地域
では「畜産物」が販売額の 1位を占める農家が多く，小規模経営地域ではその割合がより低くな
る傾向にあった。また，小規模経営農家では，「畜産物」が販売額 1位となる農家のうち「肉用
牛」の販売額が 1位となる農家の割合が高く，近年はさらにその傾向が強くなっている。2010
年ではクラスターⅢの場合 35％を占め，クラスターⅣも 28％とそれに次ぐ値となる。小規模経
営地域では「畑作物」の販売額が 1位となる割合が増大していることから，基幹的部門であった
畑作経営に一層集約する一方で，畜産部門の組み入れにおいては，乳用牛よりも投下労働時間の
短い肉用牛飼養を組み合わせる経営にシフトする傾向があると考えられる。
標準規模経営地域では「畜産物」の販売が主となる農家の割合は小規模経営地域より高く 2割
程度で推移しており，標準規模経営地域では畜産が一定程度農業経営に組み込まれているとみな
すことができる。そのうち「乳用牛」の販売額が 1位となる農家数は 1980年以降 30年間で半減
するが，「肉用牛」の飼養は増加している。2010年時点では「畜産物」が販売額 1位を占める農
家のうち「肉用牛」販売額が 1位となる農家はクラスターⅣでは 18％，クラスターⅢでは 12％
となる。標準規模経営地域では，畜産の販売が主となる農家は常に一定程度の割合を占めてお
り，畑作が主力となっているが酪農も経営の中に継続して組み入れた経営を行う傾向がみられ
る。
クラスターⅢの大規模経営地域では，「畜産物」が販売額 1位となる農家割合は小規模経営地
域と同程度であるがそのうち「肉用牛」の販売額 1位の農家割合は標準規模よりも高く，1990
年には 1割となりその後も上昇している。大規模経営地域でも小規模経営地域と同様に，畑作経
営が主でありその傾向がより顕著になってきており，農家経営における畜産部門の割合は低減す
るとともに，省力化できる「肉用牛」の飼養が増加しつつあるものといえる。
Ⅵ お わ り に
本稿は，日本で有数の大規模化が進んだ農業地域である十勝地方の 1970年以降の農業の地域
的特徴とその展開について検討したものである。検討にあたっては，農業の大規模化が進む起点
と考えられる 1970年時点で成立していた農業集落を対象として，農業経営に関する指標に基づ
いた主成分分析によって十勝地方の農業地域の類型区分を行い，その地域区分に基づいて作付作
物や農業労働力などの変化から，十勝地方の農業経営の展開について検討することとした。
1970年時点で成立していた農業集落の範域は，主として火山灰性土壌である黒ボク土の標高
400 m 以下の平野部に該当する十勝地方の農業適地とみなすことができるところとなる。
こうした十勝の中核的農業地域について，1970年時点での農業地域区分を実施した結果，実
質的に 4つの農業地域に類型区分されることが判明した。なかでも畑作卓越地域を中心にして，
1970年～2010年の 40年間の十勝の農業の展開について考察した。主要な結果は次のようにな
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る。
十勝地方の対象地域の農家数は一貫して減少が続いており，1970年から 2010年までの 40年
間で農家数は 4割もの減少をみてきたが，一方では離農家が放出した農地の獲得などにより経営
規模の拡大が進んだ。しかしながら，十勝地方の平均経営耕地面積を上回る 50 ha を超える大規
模農家の割合は低い水準にとどまっている。
十勝地方の農業は，1980年代初頭に確立された小麦，てん菜，馬鈴薯，豆類の 4品目の輪作
による畑作が平野部を中心として営まれ，山間部を中心として酪農がおこなわれている。特に経
営規模の拡大が顕著であったのは，畜産が卓越する地域であり，農家数の減少率が高いものの経
営規模は最大となっている。当該地域では酪農単一経営の割合が増大し，大規模化と酪農専業へ
推移するとともに，通年労働力の確保が必要となることから若年労働力の割合が高くなったが，
後継者なしの農家や 1世代経営農家が多いことが特徴となる。
平野部を中心とした畑作が卓越する 2地域での作付作物の選択は，1970年代までは土壌など
の自然条件により作付作物に差異がみられ，湿性土壌では根菜類の作付割合が少なく豆類が多い
傾向にあった。土壌改良や土地区画整理が進むにつれて土壌条件などの自然条件による作付作物
の選択の制約が小さくなり，1980年以降は経済性や省力性などの社会経済的要因に重点をおい
て作付がなされるようになった。特に小麦は，機械化の進展や農業関連設備の整備が進められる
と 1980年以降作付面積が急増した。
小麦は労働集約度が低く大規模経営に適した作物といえるが，収益性は十勝地方の輪作 4品目
の中でも低いことから，販売を目的とした作付作物のうち小麦の販売額が 1位となる農家の割合
は低い水準にとどまっている。十勝地方の畑作卓越地域の場合，経営規模が小さいほど小麦の作
付割合は高くなる傾向がある。畑作卓越地域の小規模経営農家では，「借入耕地率」，「65歳以上
就業人口」，「1世代経営」「後継者なし」の割合は相対的に高く，農業労働力の減少や高齢化な
どにより省力的作物の作付が選択されてきたものと考えられる。同時に「乳用牛」よりも投下労
働時間の短い「肉用牛」の飼養農家の割合が増大するなど，省力的作物の作付に「肉用牛」飼養
を組み入れた農業経営もみられるようになった。一方で，大規模経営に移行した山間部を除いた
地域では，野菜や工芸作物などの労働集約的であるが収益性の高い作物を中心として，それに小
麦栽培を組み合わせる農業経営を展開してきたことに特徴がある。
また，主として十勝地方中心部でかつて稲作が卓越した地域では小規模経営が維持されてい
る。市街地周辺に分布する当該地域は，農業労働力の高齢化や農家数の減少が顕著であり，相対
的に高地価であることから賃貸借による農地利用が盛んである。土壌が河川堆積物であるため，
稲作が行われていたが近年は小麦作へと転換した。小麦栽培に加えて「施設野菜」や「工芸作
物」などの集約的作物の作付と「肉用牛」の飼養を組み合わせた農業経営がみられる地域へと変
容を遂げることとなった。
注
⑴ 岩崎 牛山（2006）は，十勝地方の各市町村の野菜と畜産物の農業粗生産額の値により，中央部を帯
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広市，音更町，芽室町，幕別町（2006年に忠類村を編入），周辺部を士幌町，中札内村，更別村，池
田町，本別町，浦幌町，山間・沿海部を上士幌町，鹿追町，新得町，清水町，忠類村，大樹町，豊頃
町，広尾町，足寄町，陸別町に分類している。
⑵ 乳用牛の場合は 2歳以上の飼育頭数であり，肉用牛の場合は肥育中の肉用牛の飼養頭数である。
⑶ 農業集落は農林業センサスで使用されている農業活動や生産に関する実質地域の最少単位であり，
1970年に設定された農業集落が概ね踏襲されている。1970年以降実施された農林業センサスの結果
が農業集落ごとに農業集落カードに収録されており利用することが可能である。
⑷ 1970年は農業センサスの総農家数が 16239戸であり，そのうち 9673戸，2010年は農業センサスの販
売農家数が 5978戸のうち 4459戸が対象地域の農家数となる。
⑸ 今回対象外とした農業集落は，主として 2000年以降に丘陵や山間部を中心に成立している。1980年
4集落，2000年 71集落，2005年 200集落が成立し，それらの農業集落では主として畜産が行われて
いる。
⑹ 乳用牛及び肉用牛の 1経営体当たり平均飼養頭数は 2010年に乳用牛 113.1頭，肉用牛 76.8頭となる。
⑺ 畜産物の販売額が約 7割を占めるクラスターⅡの地域では，飼料用作物などの「その他の作物」の作
付割合が多い。
⑻ 「もうひとつの十勝農業の歴史 －経済的観点での考察－」十勝総合振興局 www.tokachi.pref.hokkaido.
lg.jp/file.jsp?id＝703678による。
⑼ 2010年農業センサスでは十勝の「麦類」作付のうち小麦の作付農家数は 98.8％になるため，以降は
「麦類」を小麦とみなすこととする。
⑽ 生産農業所得統計（2005年）によると，にんじんが 32.6時間，玉ねぎが 41.0時間，小麦が 3.2時間
となる。
⑾ 生産農業所得統計（2005年）によると，玉ねぎは 25％，大根は 43％となる。
⑿ 北海道の乳脂肪分 3.5％換算乳量 100 kg 当たりの値。
⒀ 今回用いた農業集落カードでは，農家ごとの経営規模は集計されていないため，農業集落の平均経営
耕地面積を分類の際の指標として用いることとした。また，2015年に実施された農業集落調査では，
当該地域の経営規模別農家数に秘匿数が含まれるため 2010年のデータを基準とする。
⒁ クラスターⅣの大規模農家は販売額が第 1位の部門が畜産物の割合が 4割となるため，「その他」の
作付割合が 1990年でも半数を占める。当該地域は畜産が販売額の 1位となる農家の割合が 2010年で
も半数を占め，肉用牛飼養の割合も 2割と高い。
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